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1．はじめに
新型コロナウイルス感染症（以下、コロナと略

記）が 2019年末から中国武漢で蔓延し始めた時に、
日常生活や企業経営に大きな変化が起きることを

予想した人は少なかった。2020年に入り、横浜
港に停泊したクルーズ船内での感染やイタリアな

ど他国の逼迫した状況から、パンデミックの深刻

な事態が徐々に明らかになってきた。その後、国

内での緊急事態宣言や海外のロックダウンなどに

よって、経済動向は急激に悪化傾向をたどること

になった。企業の収益低下は一時帰休や採用停止

につながり、設備投資の減退や倒産件数の増加も

招いている。

コロナによる影響は業種によって程度の差はあ

るが、世界全体において人の移動が制約されたた

めに、航空・鉄道会社の受けたダメージは大きい。

過去に起きた湾岸戦争や米国同時多発テロ、リー

マンショックなどによる需要減少は限定的な性格

のものであったが、コロナの悪影響は地球規模で

広がっている点と収束時期がまったく予測できな

い点から、民間企業によるサービス維持が極めて

困難な状況になっている。感染拡大を防止する観

点から公的資金は医療現場や製薬産業に配分すべ

きであるが、人の移動と貿易の重要な手段である

交通産業に関しても政府や自治体による支援措置

が不可欠と考えられる。

2．利用者激減と負のスパイラル
（１）航空・鉄道の需要低迷
コロナ以降に利用者が減少し、大打撃を受けて

いるのは航空業界である。国際線・国内線、ビジ

ネス・レジャーを問わず、すべての需要が落ち込

んでしまった。日本からの出国は他国政府による

制限を受けている。外務省が「日本からの渡航者

や日本人に対して入国制限措置をとっている国・

地域」をホームページ上で明示しているが、2020
年 11月時点で 77の国と地域に及ぶ。また、「日
本からの渡航者や日本人に対して入国後に行動制

限措置をとっている国・地域」については 106の
国と地域があげられている。

それとは逆に日本に入国する外国人を対象にし

た制限は法務省により、「新型コロナウイルス感

染症の感染拡大に係る上陸拒否」の措置がとられ

ている。2020年 4月段階では米国・カナダに加え
主要欧州諸国など 64の国と地域が対象とされた。
その後も段階的に指定先に含まれる国と地域が追

加され、11月段階で 152か国となっている。中国・
韓国・ベトナムなどアジア大洋州の一部について

は段階的に上陸拒否指定が解除されているが、感

染状況により変更される可能性もある。このよ

うに国際線の利用者が一気に消滅してしまったの

で、メディア報道では「インバウンド蒸発」とい

う表現も使われた。

国内線でも需要低迷に対応するために定期便の

多くが欠航する措置がとられたほか、運航する場

合には空席を設けて意図的に搭乗率を下げる方法

もとられた。鉄道業界では通勤・通学の需要が、

リモートワークやオンライン授業への移行によっ

て減少したことに加え、出張や旅行で使われてい

た新幹線需要が低下する現象が見られた。航空の

国内線と鉄道では「Go Toトラベル」の効果によ
り回復する兆しもあるが、感染者数が増えている
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ために再び減少する可能性もある。

（２）民間事業者のリスク増大
航空会社は空港ターミナルビルに入る店舗や旅

行代理店などを傘下に持つが、基本的に航空関連

分野であるので、いずれの部門についてもコロナ

以降は苦境に立たされている。世界の航空会社

の多くが航空機の購入に要した費用が回収不能と

なり、リース返済に伴う費用も支払えない状態に

陥っている。航空機は中古市場で転売できるので、

競争的な市場とみなされてきたが、コロナ以降に

おいては購入する主体は多くないので、売却益を

得ることは難しい。このような航空業界の不振は

空港経営や航空機製造のほか、リース会社や金融

機関にも悪影響を及ぼしている。

鉄道会社の中には地方自治体による公営企業も

残っているが、大多数が民間主体となっている。

大手鉄道会社はホテルや百貨店、スタジアム・遊

園地などを経営しているので、コロナ以前には鉄

道部門が不振になっても他部門で黒字を出すこと

ができた。しかし、コロナ以降はそれらの施設で

も利用者数が減少しているために、鉄道部門と同

様に収益悪化を招いている。付帯事業から鉄道本

体の赤字を補填する内部相互補助が機能する環境

にはなく、グループ全体の維持が難しくなってい

る。

（３）人員削減と持株会社化の選択
収益悪化に直面する航空・鉄道会社は設備投資

を抑制すると同時に人件費の削減を進めている。

航空も鉄道もネットワーク産業であるので、特定

の工場や施設を閉鎖するというわけではなく、運

航頻度を下げる措置をとる。航空の場合には特

定の目的地への定期便路線を減らすことはできる

が、鉄道に関しては短期間で廃線を実施するわ

けにはいかない。稼働率の低下に伴い、余剰人員

が発生することになるが、社内の配置転換にも限

界があるため、社員の兼業を認めて社外で異なる

仕事に従事させる方策がとられるようになってき

た。

従来はグループ内の関連会社への出向という形

がとられたが、前述の通りコロナ以降はそのよう

な措置は難しいので、人材を求める異業種や地方

に派遣されている。従業員の地方への配置は新

たな観光資源の発掘という点から航空会社にもメ

リットがある。パイロット・キャビンアテンダン

トや運転士・整備士は専門的なトレーニングや

研修を受けて資格を有している。従業員の解雇や

離職は再雇用時に要する費用と時間の点から多大

な損失になるので他業種での勤務を推奨している

が、当事者のモチベーションがあがらずに早期退

職や自ら転職するケースもある。

これ以上の財務悪化や人員削減を回避するため

に、同業他社との統合も選択肢となるが、過去に

日本航空と日本エアシステムの合併後にシナジー

効果を発揮するのが難しかったという事実もあ

る。機材や車両の管理、運航（運行）計画は各社

各様であるので、合併に踏み切るとしても持株会

社としてそれぞれの独立性を保持するのが現実

的な手法になる。近年では関西民鉄の阪急と阪神

の統合や、海外での事例としてエールフランス・
KLMや IAG傘下の BA・イベリア・エアリンガス・
ブエリングなどのほか、ルフトハンザ・グループ

の事例からもわかるように、持株会社の下で独立

ブランドを残す方が統合に伴う種々のコストを抑

制できる。

（４）観光関連業種への連鎖効果
航空・鉄道の需要激減はバス・タクシー、ホテル、

飲食・土産販売店などの関連部門にマイナスの連

鎖効果を及ぼしている。とりわけ、中国と韓国を

中心としたアジアから LCCを利用して来日して
いたインバウンドが急激に落ち込んでしまったた

めに、観光関連業界の業績不振が続いている。空

港アクセス鉄道、観光バス、リゾート地のホテル

は大打撃を受けたが、都市部に立地している家電

ショップや化粧品・医薬品を扱うドラッグストア

の売り上げも鈍化した。シェアリング・エコノミー

がブームとなり、オンライン予約で成長が期待さ

れた民泊も同様に、利用者が減ってしまい、事業

継続が不可能になったところが多い。
2020年に開催が予定されていた東京オリンピッ

ク・パラリンピックは 2021年に延期されたものの、
世界の感染状況に左右される点で不確実性が大き

いために、ホテルと不動産業界では新規建設計画

を凍結する事例も出ている。大阪万博の開催が予

定されている 2025年については、コロナが収束



－ 11 －

新型コロナウイルス感染症をめぐる社会的混乱と政策

しているとの見通しもあるが、準備期間を含めて

考えると不安が残る。特に、鉄道延伸や港湾整備

など大型インフラ施設の建設は厳しい面もある。

3．JAL・ANAの経営悪化と支援策
大手 2社の JAL と ANA は 2020 年 10月末に

2021年 3月期第 2四半期の連結業績（2020年 4
月 1日～ 2020年 9月 30日）を公表した。表 1・

表 1 JAL 旅客輸送の業績

（出所） 日本航空株式会社「2021年 3月期 第 2四半期決算短信〔IFRS〕（連結）」に基づき筆
者作成。

表 2 ANA 旅客輸送の業績

（出所） ANAホールディングス株式会社「2021年 3月期 第 2四半期決算短信」に基づき筆
者作成。
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表 2から両社ともに旅客収入、旅客数、座席キロ、
旅客キロ、利用率のすべての指標に関して、対前

年同期との比較で大幅に下落している。両社に共

通しているのは、国際線の落ち込みが大きい点で

ある。旅客数が以前通りに戻るには数年かかると

予想されている。現在は一部の国際線と便数を減

らして運航する国内線のほか、チャーター便や遊

覧飛行などからの収入しかないのが実情である。
JALはコロナが顕在化した 2020年 2月以降、新
たに約 3,000億円を借入れ、2,000億円の未使用の
コミットメントラインに加え、追加で 1,000億円
のコミットメントラインも設定している。手元流

動性を高める措置を講じているものの、2020年度
の純損益は 2,400億～ 2,700億円に達すると推定
されている。かつて 2010年 1月に経営破綻を経
験した JALはコロナ対応では早い段階から資金調
達やコスト削減策を模索していたと考えられる。

ただ、同社傘下に LCCの新会社ジップエアを創設
し、国際線の需要を喚起する予定であったが、貨

物便からのスタートになってしまい、収益拡大の

計画が崩れた面もある。
ANAグループは様々なコスト削減策を打ち出し

ているが、2020年度に 5,000億円を超える当期損
失を計上する見込みとなっている。2020年 10月
30日に主要取引銀行（三井住友銀行・日本政策
投資銀行・みずほ銀行・三菱 UFJ 銀行・三井住友
信託銀行）をアレンジャーとする劣後特約付シン

ジケートローン契約に基づき、4,000億円の借入
れに踏み切った。更に、同年 4月～ 6月の 3か月
間で民間金融機関及び日本政策投資銀行から合計
5,350億円規模の借入を実施したほか、融資枠と

して既存の 1,500億円に加えて新たに 3,500億円
のコミットメントライン契約も締結している。

航空業界では、着陸料や航空機燃料税といった

公租公課の支払い猶予が認められていることに加

え、雇用調整助成金制度の特例措置拡充も活用さ

れている。資金調達に関しては、基本的に自社の

責任に任されているが、日本政策投資銀行が政府

系金融機関である点からは、公的資金が投入され

ているとみなすこともできる。また、国交省から
2020年 10月 28日付の文書「コロナ時代の航空・
空港の経営基盤強化に向けた支援施策パッケー

ジ」において、航空と空港関連の事業者を制度的

な面から支援する措置が公表されている点も重要

である。

4．JR・民鉄の経営悪化と支援策
国内の公共交通機関として大きな役割を果たし

ている JRと民鉄もコロナによる損失を受けてい
る。国土交通省から公表された JRと民鉄のデー
タは表 3の通りである。2020年 7月における旅客
数量の総合計は 15億 7,407万人、前年同月比は
28.3％の減少で、旅客人キロの総合計は 237億人
キロ、前年同月比は 41.2％もの落ち込みが見られ
た。とりわけ新幹線の低下率が大きいことがわか

る。これは明らかに、ビジネス出張やイベント・

観光目的の移動、インバウンド需要が激減してい

る結果とみなすことができる。
JR東日本・東海・西日本の 3社に注目すると、

2020年 10月末に発表された 2021年 3月期第 2四
半期決算（4月 1日～ 9月 30日）は表 4のように
なる。売上高の減少率が最も大きかったのは JR

表 3 JR 旅客会社・民鉄 旅客輸送の業績

（出所）国土交通省「鉄道輸送統計月報（概要）（令和 2年（2020年）7月分）」に基づき筆者作成。
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東海であるが、営業利益・経常利益の損失額が大

きかったのは JR東日本である。各社の差異は需
要規模や地域特性のほか、鉄道部門とその他の商

業部門の比率にもよることは言うまでもないが、

このような業績悪化が続くと経営破綻に陥ってし

まう。JR東日本は有利子負債の償還資金に充てる
ために、10月 20日に無担保普通社債 1,000億円
を発行している。

JR東日本・東海・西日本の 3社と大手民鉄は都
市部の人口密集地で営業している点から、不確実

性は残っているものの収益の改善が期待できる。

それに対して、地方部における公共交通機関は人

口減少で苦しい経営環境であったところに、更な

る需要低下が起きているので財務悪化は単独で

回復するのが不可能な状況に置かれている。政府

は地方鉄道会社を対象とする「地域公共交通にお

ける感染拡大防止対策」や地方自治体向けの「新

型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金～脱コロナに向けた協生支援金～」を支援策と

して提示しているが、収支改善に大きく寄与する

ものではない。民鉄がコロナの影響によって、ど

れほどの影響を受けているかの個別データは整理

されていないのが実情である。現実には影響が軽

微であるわけではなく、地方において「交通崩壊」

が起きる危険性があることは否定できない。

5．新ツーリズムと地域振興の模索
（１）広域観光周遊ルートの活用
国土交通省や農林水産省による「Go Toトラベ

ル」、「Go Toイート」キャンペーンは一時的に経
済効果をもたらしただけで、対象地域の変更など

により手続き面で混乱を招き、利用者だけではな

く旅行業者・宿泊施設・飲食店などからも批判が

高まった。また、地方自治体との確執が大きくなっ

てしまった点でも、この政策に対する評価は低い。

医療関係者からはこのキャンペーンにより感染者

が増加したとの見解が示されており、根本的にこ

の施策が適切であったのかという疑問も残されて

いる。

コロナ前の 2015～ 16年に国土交通省・観光庁
はインバウンド振興を目的として、北海道から沖

縄まで 11の周遊ルートを認定した。これは全国の
地域を 11に区分して、海外からの観光客にそれぞ
れの地域で偏りなく回ってもらうような計画であ

る。計画では各地域においてモデルコースが提案

され、実施主体も決まっていたが、ゲートウェイ

となる空港や駅、二次交通の鉄道やバス・タクシー

のほか、宿泊先であるホテル・旅館との協力関係

が必ずしも詳細に協議されていたわけではないの

で、実際にうまく機能するまでには至らなかった。

コロナ以降、実はこの計画を国内旅行の需要発

掘策として転用できるが、いずれの地域でもすべ

表 4 JR3 社 第 2 四半期の連結業績（対前年同四半期比較）

（出所） 各社公表資料「2021年 3月期第 2四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」に基づき筆
者作成。
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ての関係者が目前のコロナ対策に追われてしま

い、具体的な運営に結び付けることができていな

い。観光目的の近隣諸国からのインバウンドが以

前の水準に戻るには時間を要するので、国内旅行

を迅速に喚起する政策が求められている。コロナ

以前のパッケージツアーのような商品は感染蔓延

につながりやすいので、今後は個人旅行による移

動が普及するだろう。国土交通省・観光庁と地方

自治体に加え交通・観光関連の民間事業者は、広

域観光周遊ルートに基づく国内需要の発掘に注力

すべきである。

（２）ワーケーション推奨の好機
コロナ以前には都心部におけるオフィスワーク

が通常の勤務形態になっていたが、感染防止の観

点からリモートワークや時差出勤が定着してい

る。更に、郊外型や地方立地により拠点を移転す

る企業も増えてきた。これは不動産の賃貸費用な

どを軽減する点で大きなメリットがあることに加

え、災害時の帰宅困難者が出るリスクを減らす点

でも意義がある。また、家族での引越しが実現す

れば、地域振興につながる可能性もあるので、都

市と地域の格差解消という点からも推奨されるべ

き措置であろう。そのためには、誘致する側が住

宅・学校・病院など日常生活に最低限の社会イン

フラを提供する必要がある。

労働（ワーク）と休暇（バケーション）を合体

させた「ワーケーション」や、ビジネスとレジャー

から生まれた「ブリージャー」という造語によ

り、仕事と余暇の境界線をなくしていく企業が増

えてきた。福利厚生に力を入れてきた企業は、都

心部から離れたリゾート地域に研修所を兼ねた保

養施設を持っている。コロナ以前には利用頻度が

高かったわけではないが、3密が回避できる点で
メリットがあるため、現在は活用されているとこ

ろもある。新しい働き方への移行期にあるが、こ

れまで都市と地域の格差解消が困難であっただけ

に、都心部から地方部への移転を推奨するインセ

ンティブを付与することも考慮されるべきであ

る。

（３）地方エアロトロポリスの形成
航空を意味する「エアロ」と都市「メトロポリ

ス」から作られた造語として「エアロトロポリス」

という用語がある。これは空港を中核に位置付け

て都市計画を進めていく「エアポートシティ」を

意味する。好例として米国アトランタやオランダ・

スキポール、英国マンチェスターや豪シドニーの

ような大都市のほか、広域沿岸開発を進めるタイ

東部経済回廊などがあげられる。マンチェスター

のプロジェクトでは、自治体・空港会社・中国資

本が緊密な協力関係を築き、オフィスと住居の両

方を含む不動産開発が進められている。市内に立

地する大学と専門学校も参画し、卒業生の雇用創

出を視野に入れた長期的展望を持っている点に特

徴がある。

コロナ以前のわが国では、エネルギー・不動産・

建設業界が中心となって推進する都市開発が、「ス

マートコミュニティ」や「コンパクトシティ」と

して注目されてきた。しかし、これらは特定のエ

リアにおける人口集中を狙った計画であり、感染

症防止の 3密回避の点では問題がある。密集状況
を作らない形で地方エアロトロポリスの構築を狙

うことは可能である。これは地方空港を有効に活

用できるだけではなく、地方部への移住を促進し

地域活性化を実現できる点で意義がある。前述し

た観光庁の認定した広域観光周遊ルートが認めら

れているので、政策運用の実現可能性は高い。コ

ロナ以降の重要な政策方針として、地方都市エ

アロトロポリスの形成が標榜されることが望まれ

る。

（４）次世代に向けた空港の改革
新たなツーリズムについては、国内線では前述

した広域観光周遊ルートを活用すべきである。国

際線に関しては入国制限の緩和時期にもよるが、

近隣諸国との観光目的の渡航を再開する交渉を進

めなければならない。そのためには、少なくとも

感染蔓延を防止する点から出入国管理に伴う機器

や施設の充実が求められる。コロナ以前から既に

顔認証や自動体温測定器などタッチレス機器の導

入が進められてきたが、一部の空港に限られてい

たので、今後は混雑空港以外でも整備することが

課題である。更に、感染者発生時に円滑な対応が

できるようなスペースの確保、医療機関との協力

なども必須となる。

更に、航空会社と航空機メーカーは機材そのも
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のの仕様変更も検討する必要があるだろう。技術

的な面での安全確保は大前提であるが、感染症対

策としての安心提供ができることを強調しなけ

れば、搭乗者の増加は見込めない。例えば、定

員 150～ 180人の機材を 50～ 60人のシートアレ
ンジに変更する方法であれば、新型機を開発する

のと比較して容易であろう。現行のシートで搭乗

率を高めようとする方策は、潜在的利用者に不安

感を与えるので、搭乗率が下がるという悪循環に

陥ってしまう。

現在、旅客定期便は不振であるが、貨物便は活

況を呈しているものの、荷物管理施設がないため

に受け入れ可能な空港は限られている。今後、新

たなツーリズムの形態として国内線でも国際線

でもチャーター便が増えるだろう。またビジネス

ジェットの普及もこれまで以上に高まると期待さ

れている。近い将来には、空飛ぶタクシーのよう

な小型電気飛行機が導入される可能性も高くなっ

ている。脱炭素化の観点からは電気飛行機に続き、

水素燃料を使用した飛行機も開発されている段階

にある。更に、宇宙船と飛行機の中間的な存在で

あるスペースプレーンの開発計画も着実に進展し

ている。多様な次世代航空機に対応できる空港が

必要となるので、アフターコロナを視野に入れた

空港改革を進めるべきである。

6．結語
2020年に入ってからコロナの影響により多くの

産業で機能不全が起きているが、特に航空・鉄道

産業は未曽有の危機的な状況に直面している。先

進国の医薬品メーカーを中心にワクチンの研究開

発が進行中だが、国境を超えた移動が自由になる

ためにはその普及が急がれる。航空・空港及び鉄

道は旅客と貨物を円滑に移動させる上で極めて重

要な産業であり、災害対応拠点という観点からも

安易な破綻や縮小を避けるべきであろう。CASE
やMaaSを通した次世代型交通産業を発展させる
ためにも、政府の関与が不可欠になる。

1980年代以降、新自由主義に基づく政策理念が
交通産業にも適用され、民営化・規制緩和が主流

となってきた。それ故、航空・鉄道部門の多くが

民間企業として運営されているので、公的資金の

投入が適切ではないという判断もある。しかし、

財務状況悪化により経営が破綻し、航空や鉄道の

サービスが停止すると社会インフラの機能は完全

に麻痺してしまう。過去の国鉄のように政府の全

面的なコントロール下に置くと非効率な経営に陥

ることは明らかである。現行の株式会社形態を存

続させながら公的資金を投入する措置が合理的と

考えられる。

英国では 2020年 3月に財務省とイングランド
銀行がコロナ危機に対応する公的基金を創設し

て、主要企業への救済策を展開している。大手航

空会社 BAとイージージェットに加えて、アイル
ランドのライアンエアーとハンガリーのウィズエ

アーも資金の提供を受けている。鉄道旅客運行事

業では民間企業に運営権を譲渡していたが、経営

悪化が深まると判断した英国政府は、3月にフラ
ンチャイズ制度を停止して、鉄道の国有化に踏み

切った。このように英国では自国のモビリティを

維持する点から、他国企業も対象に含めて迅速に

公的支援が行われている。わが国でも中央政府と

地方自治体がコロナによる危機を乗り切るために

継続的な支援策を展開することが望まれる。
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